
令和７年度 第３回分科会

令和７年８月22日（金）13：30～15：00
（14:40頃～対面参加者のみの意見交換）
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東京都
省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム
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１．団体の活動紹介
(1)一般社団法人 マンション管理業協会
(2)公益財団法人 日本賃貸住宅管理協会

２．公社既存住宅（集合住宅）における太陽光発電設備設置事業の検証報告等
(1)公社既存住宅における太陽光発電設備設置事業の検証（住宅政策本部）
(2)JKK住宅におけるEV充電設備の設置について（JKK東京）

３．東京都並びに団体による取組等
(1)既存集合住宅の太陽光発電に係る補助及び実績等（東京都環境局・東京都住宅政策本部）

 (2)優れた機能性を有する太陽光発電システムの認定等（東京都環境局）
(3) 新築マンションへの太陽光発電の設置事例と既築マンションへの設置の課題（太陽光発電協会）

（対面参加者のみ）

４．既存集合住宅の太陽光発電の更なる普及に関する意見交換

第３回分科会 既存集合住宅の太陽光発電の更なる普及について
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一般社団法人 マンション管理業協会

令和７年８月２２日

東京都省エネ・再エネ住宅推進プラットフォーム 第３回分科会

１．団体の活動紹介



マンション管理業協会のご案内

協会正会員が 全国の分譲マンション の 92％以上を管理しています

1979年に建設大臣の許可を得て設立された日本で唯一の
分譲マンション管理業団体です.
2001年には「マンションの管理の適正化の推進に関する
法律」第95条に規定する指定法人の指定を受けました.
(国土交通省告示第1345号)

マンション管理に関する調査研究、管理業務の適正化の
ための諸施策の推進を図るとともに、2022年4月より良質
な管理が市場で評価される新しい仕組みとして「マンショ
ン管理適正評価制度」をスタートしました.

北海道, 東北, 中部, 関西, 中国四国,九州 に支部があります.

● 会 員 正会員 344社 ／ 賛助会員 22社 （令和7年7月現在）

● 主な活動

・管理業務主任者※1試験の実施・法定講習会の実施 ※１国家資格
・マンション管理関連講習・研修の実施
・マンション管理適正評価制度事業
・マンション管理相談業務
・理費等保証事業
・マンション維持修繕技術者※2試験の実施・登録・資格者の育成 ※2協会認定資格
・管理業務関連調査

4



マンション管理業協会の主な業務

管理業務主任者
（国家資格）

試験実施・法定講習会実施※

マンション管理業者が管理組合等に
対して管理委託契約に関する重要事
項の説明や管理事務の報告などを行
う際に必要な国家資格者となるため
の試験、講習の実施をしています

※国土交通大臣より指定試験機関の
指定を受け実施

(令和6年度受験申込者数 17,775人 )

マンション管理適正評価制度

マンションの管理状態や管理組合運
営の状態を６段階で評価し、イン
ターネットを通じて情報を公開する
仕組み※です
これまでマンションの管理状態につ
いて明確な評価基準がありませんで
した
そこで、協会では、不動産関連団体
と協力して全国共通の管理に関わる
評価基準を策定し、良好な管理が市
場で評価される仕組みとして、本制
度を創設しました

（令和7年6月時点登録数 8,688件)

マンション維持修繕技術者
(協会認定資格)

試験実施・資格者登録・研修実施

マンションの維持・修繕に関して一
定水準の知識と技術を有しているこ
とを審査・認定することにより、マ
ンション建物・設備の維持保全に関
する知識・技術及び対応力の向上を
図り、もって円滑な共同居住に関す
る社会的な要請に応えることを目的
とした当協会が認定している資格で
す

(令和6年度受験申込者 1,323 人 )

5詳しくは協会HPをご覧ください https://www.kanrikyo.or.jp



6

マンション管理適正評価制度



7

マンション維持修繕技術者（協会認定資格）

試験実施時期：毎年９月第１日曜（受験申込受付：６月）

主な受験者 ：マンション管理会社の方で建築・設備工事に関わりある方

大規模修繕工事に関わりある方（建築士、現場担当者 等）

マンション建物・設備の維持修繕知識を得たい方

合 格 率 ：２７.５％（令和6年度）

・合格後に協会へ登録(５年ごとに更新）すると「マンション維持修繕技術者」の称号が使用可能

・資格者のみを対象とする研修を毎年開催（テーマは毎年異なります）

・2025年4月1日現在登録者数4,465名
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賛助会員 募集のご案内

正会員と共にマンション管理の発展にご協力いただける関連事業者様の入会をお待ちしております

賛助会員に関するお問合せは本分科会に出席している協会の技術センターが窓口です
TEL：03-3500-2719（直通） sanjo-men@kanrikyo.or.jp

マンション管理

関連事業

（例）

● 建物・設備 ［ 建 材 機 器 部 品 ］

● 管理事務協力［ 点 検 調 査 清 掃 印 刷 D X ］

● 金融 ●不動産 ● 物販 ●リース ● その他各種サービス

賛助会員

の特典

● 正会員向け説明会・自社ショールーム等見学会の企画・実施

（協会にて正会員への周知・実施を支援）

● 正会員との交流

本部・支部で開催する懇親会(年２回 )に参加可能

懇親会にて協会会員や友好団体等への広報活動

● 協会ホームページ(賛助会員一覧)に掲載

● マンション管理に関する判例・相談事例検索システムの利用(無償) 等

賛助会員

入会資格

● 本会の目的に賛同しマンションの管理に密接な事業を営む法人又は個人

●協会正会員２社の推薦がある

● 協会の会員行動綱領に賛同し、遵守するもの

協
会
に
連
絡

事
業
説
明

面
談

申
込
書
類
の
提
出

入

会

審

査

承

認

入

会

＊① ＊②

入会の流れ

＊①：申込時期により2,3,5,7,9,11月のいずれかになります.
＊②：入会金 5万円 会費1万円/月
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１．団体の活動紹介

(2) 公益財団法人 日本賃貸住宅管理協会
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１．団体の活動紹介 (2)日本賃貸住宅管理協会

日管協は、全国13ブロック47都道府県支部を設置し、活動している。

組織図

＜参考＞ 民間借家 1,468万戸

（委託管理1,174万戸 ： 自主管理294万戸）

  ※国土交通省「賃貸住宅市場の実態調査」より

(公財)日本賃貸住宅管理協会（日管協）の概要

会員数 2,665社（全国47都道府県で活動）

会員の総管理戸数 約850万戸

全国委託管理戸数のシェア 約72％
※令和7年8月時点

東京都支部 922社
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１．団体の活動紹介 (2)日本賃貸住宅管理協会

賃貸住宅管理業務研究 人材育成・研修事業

家主・入居者向け事業 事業者間交流、ネットワーク構築

・法律の対応策

・実務書式の作成

・管理業務の研究

・トラブル対応研究

・管理手法・入居促進策の研究

・各種セミナーの実施

・専門資格の運営

（メンテナンス・相続コンサル）

・日管協フォーラム

・関連事業者の組織化

１.サブリース

２.家賃債務保証

３.社宅代行サービス

４.IT・シェアリング推進

５.賃貸管理リーシング

・JPM人財ネットワーク

・入居者、家主の相談窓口

・預り金保証制度運営

・セーフティネット推進

・家主向けセミナー実施

（住環境向上セミナー）

日管協の主な事業
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１．団体の活動紹介 (2)日本賃貸住宅管理協会

令和3年6月「賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律」が全面施行し、管理会社は適正な業務が求められる。

令和７年5月15日 国土交通省からリリース

国土交通省は、令和６年６月から令和７年３月にかけ、全国
187社(前年度179社)に対して立入検査を実施し、うち127社(前
年度106社)に対して是正指導を行いました。
指導の対象については、「管理受託契約締結時の書面交付」

が最も多く、「帳簿の備付け」、「管理受託契約締結前の重要
事項説明」など、一部の賃貸住宅管理業者等において法の各条
項の理解不足が見られる結果となりました。

法律の概要だけでなく解釈まで理解していく必要がある

➤200戸以上の賃貸住宅を委託管理する事業者は、国土交通省への登録が義務化。

１．賃貸住宅管理業法の支援
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１．団体の活動紹介 (2)日本賃貸住宅管理協会

■法を遵守するための各種サービス

１．賃貸住宅管理業法の支援
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１．団体の活動紹介 (2)日本賃貸住宅管理協会

２．賃貸住宅メンテナンス主任者制度の運営

オーナーや入居者から賃貸住宅の設備の維持・保全に関する
問合せを受けた際に、初診診断（一次対応）ができる基本的
で幅広い知識と技能を有し、建物の維持保全における提案力
を持った人材

「例えば『お湯が出ない』というトラブルに際し、
入居者に給湯器のエラー番号やガスメーターなどの状況を確認し
てもらうことで、いち早く原因を突き止め、修理までスムーズに
進められます。
オーナーに対しては、専門知識をもとに必要な修繕工事をアド

バイスすることで資産価値の維持をサポートができるようになり
ます。

建物や設備のメンテナンスの基礎知識が体系的
に身に付く専門資格
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１．団体の活動紹介 (2)日本賃貸住宅管理協会

社会情勢から見たメンテナンスの重要性①

全国的に人口減少は進行しており、空室対策が難化

→賃料や入居条件で物件が決まる時代ではない

→設備などハード面の価値で差をつける必要がある

→いかにオーナーに良い提案ができるかが鍵

→リフォーム・リノベーションの知識（ハード面の知識）が必須

社会情勢から見たメンテナンスの重要性②
職人不足が続く一方で修繕費は高騰

→建物を長持ちさせるための知識が無ければ修繕費が高額になる

→職人との協力体制を早めに構築しておく必要がある

→内装業者や職人と対等な知識で話せる必要がある

→多能工の育成にも積極的に取り組むことが重要

２．賃貸住宅メンテナンス主任者制度の運営
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１．団体の活動紹介 (2)日本賃貸住宅管理協会

オーナーの3大ストレス

① 滞納発生

② 空室対策

③ 修繕発生

家賃債務保証契約でカバー

メンテナンスの知識でカバー

３つのうち２つをメンテナンスの知識でカバーできる

これからの時代、管理業の多くの場面で
メンテナンスの知識が非常に重要になる

２．賃貸住宅メンテナンス主任者制度の運営
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１．団体の活動紹介 (2)日本賃貸住宅管理協会

■東京都への団体要望提出
令和6年11月21日（木）東京都庁で実施。
東京都の令和7年度予算へ、空室の利活用や、単身高齢者世
帯の支援、防災面での相互連携等の要望書を提出しました。

■居住支援協議会への参画
東京都で実施された区市町村における居住支援協議会および居住
支援法人の皆様が参加する勉強会と意見交換会に出席しました。

■東京都委託事業のセミナー
東京都からの委託事業として、「管理会社必見！住宅確保要配
慮者の受け入れガイドと事例紹介セミナー」をオンラインで配
信し、制度の普及促進や、住宅確保要配慮者の支援に関する講
演を行いました。

◆視聴者数：112社374名

３．行政との連携（東京都支部）

■東京都賃貸住宅断熱・再エネ推進
コンシェルジュ事業への団体登録

当該事業に事業者団体として登録し、会員企業への周知・啓蒙を
通じて活用を推進。

その他、市区の居住支援協議会へ参画。
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１．団体の活動紹介 (2)日本賃貸住宅管理協会

■管理会社向け災害時における防災マニュアルの作成

東京都と災害時における民間賃貸住宅の提供に関する
協定を締結し、首都直下型地震等の大規模災害時に対応した防災
マニュアルを作成いたしました。

令和5年11月 東京都支部会員向けに無償配布

令和6年 1月 能登半島地震を受け北陸ブロック
会員向けに無償配布

➢日管協会員ページでは、無料でデータを閲覧できます。

４．防災に対する研究と支援

➤現在、高齢者版・外国人版を作成中



19

１．団体の活動紹介 (2)日本賃貸住宅管理協会

快適な暮らし心地をつくる。
私たち賃貸住宅管理業の使命です。

時を経ても、建物の魅力を維持したり、暮らしに馴染んできたり。

日々の丁寧なメンテナンスと予期せぬ問題や悩みへの専門的な対応が、

建物の資産価値を長く保ち、安らぎと快適な暮らし心地をつくります。

賃貸住宅管理業に携わる私たちは、

今を大切にしながら未来も見据え、住まいの資産価値を守り、育みます。

急速に変化する時代にも「いつもここにある」安心と快適な暮らしを、あなたへ。

■賃貸住宅管理業界のコンセプトワード

５．業界の認知度向上のための活動
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１．団体の活動紹介 (2)日本賃貸住宅管理協会

■コンセプトワードを活用し、業界の若年層への認知度を高め、管理会社の採用力向上を支援。

５．業界の認知度向上のための活動
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１．団体の活動紹介 (2)日本賃貸住宅管理協会

■管理業界の認知をあげるために、SNS等で発信

５．業界の認知度向上のための活動



東京都住宅政策本部

２．公社既存住宅（集合住宅）における

太陽光発電設備設置事業の検証報告等

(1)公社既存住宅における太陽光発電設備設置事業の検証



資料構成

１ 事業概要

・事業概要

・本事業における基本的な発電システム構成

２ 検証報告

・パネル設置角度の違いによる発電量比較

・パネル種類による発電量比較（ガラスパネル、薄膜パネル）

・蓄電池の稼働状況の分析

・過積載率の違いによる発電量比較

３ 総括

・検証結果を踏まえた設計フローの提案

・一般的な発電量算出式と太陽光パネルの仕様（参考）



事業概要



事業概要

■事業目的

■設置規模 ■検証概要

【検証対象】

・R4～R5年度に設置した55棟

【検証項目等】

・パネル角度の違いによる発電量比較

・パネル種類による発電量比較

・蓄電池の稼働状況の分析

・過積載率の違いによる発電量比較

・検証結果を踏まえた設計フローの提案

【事業年度・設置棟数】

・R4～R7年度

・既存住宅100棟

（最小11戸～最大280戸規模の住棟）

【発電容量】

・平均20kW/棟

【発電電力の使途】

・共用部の照明(廊下・階段、外灯等)等

・2030年カーボンハーフ・2050年ゼロエミッション東京の実現に向け、太陽光発電設備の設置推進

・都と東京都住宅供給公社（JKK東京）は連携して、公社既存住宅に太陽光発電設備を設置

・事業を通じて得た知見などを広く情報発信し、民間の既存集合住宅における設置促進



太陽の光を直流の電気に変換する装置

太陽光パネルで発電した直流の電気を、

一般に使用できる電気（交流）に変換する装置

蓄電池は太陽光パネルで発電した電気を蓄え、
その電気を使用する場所に供給する設備

・消費電力が多くなる日没以降に共用部で活用

・災害時の対策にも効果的

日々のシステム稼働状況を確認するための装置

【主な監視項目】・太陽光パネルの発電量

・発電した電気の消費量

・電力会社への売電量

・蓄電池の動作状況

【主な電気使用場所】・廊下、階段照明

・テレビ用増幅器電源

・防災機器用電源

蓄電
池

連係
装置

蓄電池システム

太陽光パワコン

太陽光パネル 監視装置 消費電力（共用部）

電力会社
売電/買電

メータ

停電発生!!
・スマホの充電

・パソコンの充電
・照明機器

など

災害時用

パワコンまでの電気の流れ

通常時の電気の流れ

停電発生時の電気の流れ

遠隔監視の流れ

災害時用ｺﾝｾﾝﾄへ
自動切替

共用部の電灯電源として利用

余った電気は売電

情報を遠隔
通信機器へ

太陽光パネル

太陽光パワコン(パワーコンディショナー)

蓄電池システム

監視装置

消費電力（共用部）

本事業における基本的な発電システム構成

太陽光
ﾊﾟﾜｺﾝ

太陽光
ﾊﾟﾜｺﾝ



検証報告



パネルの設置角度の違いによる発電量比較

傾斜角度の異なるパネルを設置し、発電量を比較
0°、3°、5°のパネル角度の違いでは、発電量に大きな差はない
季節ごとの発電量：夏季の発電量を100%とすると、春季・秋季は約75%、冬季は約65%

接続パワコン ① ② ③

各接続パワコンの合計発電量

・パワコン②(パネル角度0°)の日中の発電量に若干の低下があるが、日影の影響と推測

・朝と夕方の発電量が他のパワコンと同等であることから発電能力については同等と判断

■検証データ■基礎情報

・パネル容量
①②③ 全て8.925kw

・パワコン容量
①②③ 全て5.6kw

①３° ②０°

③５°

2025年5月20日のデータ20

15

10

5

0

発電量
[kwh]

時間



ガラスパネルと薄膜パネルの発電量比較

パネル種類 パネル容量 PCS容量 蓄電池容量 総発電量(年間) 1kw当たりの発電量(年間） 概算工事費

ガラスパネル 23.8kW 11.2kW 6.5kWh 24,212kw 1,017kw 12,210,000円

薄膜パネル 21kW 11.2kW 6.5kWh 21,709kw 1,033kw 9,610,000円

容量：425w
重量：21.8kg
厚み：30mm

基礎、支持架台
接着工法

《薄膜パネル》《ガラスパネル》

ガラスパネルと薄膜パネルの発電能力を比較
単位容量あたりの発電量は、同等の能力を有する
概算工事費は、薄膜パネルの方が安価

容量：375w
重量：5.7kg
厚み：2.5mm



ガラスパネル・薄膜パネルの特徴

《薄膜パネル》《ガラスパネル》

屋上面～パネル上部
15㎝

【設計・施工面での３つの特長】
接着工法のため基礎・支持架台が不要なため

１ . 施工性の向上
２ . 工事費の縮減
３ . 設計・検討時間の短縮

《施工手順》
① アスファルト防水層
② PV絶縁シート
③ 薄膜パネル
④ 屋上配線

①
②

③

④



蓄電池の稼働状況の分析

容量の異なる蓄電池を設置し、１日の動作データを収集
夜間の消費電力は、蓄電池に充電した電力(日中の余剰電量)では不足し、買電が発生

蓄電池容量（充放電能力） 充電時間 放電時間 年間放電量 蓄電池の年間効果

6kWh相当（4.0kW） 2～4時間 2～3時間 1,337kWh ¥49,469削減

10kWh相当（5.8kW) 2～4時間 3～4時間 2,081kWh ¥76,997削減

16kWh相当（10.5kW) 2～4時間 4～5時間 3,466kWh ¥128,242削減

【 蓄電池の効果 】
※1 放電時間
・消費量が3kWhの場合で算出

※2 蓄電池の年間効果
・蓄電池の放電による買電量の削減
・電気料金37円で算出

0

4

8

電
力

量
(k

W
h

)

時間

蓄電池に充電 蓄電池より放電

【 １日の蓄電池の動作（6.5kWh）】
事案
TH墨田一丁目2号棟14F(122戸)

※1 ※２

売電電力量(kWh)



過積載率の違いによる発電量比較

過積載率に対するシステム容量あたりの発電量を比較

年間発電量/kwh等の結果を踏まえると、過積載率180~200%程度を目安に設計すると効率的

（過積載率100%）

（過積載率100%超）

【過積載率とは】
パワーコンディショナーの容量を超える太陽光パネル
を設置すること

【メリット】
朝夕や曇りなどにおいても、長時間にわたって日射を
得られるので総発電量が向上

【デメリット】
パワコン容量を超えた発電分は活用しきれないため、
捨てることになる (ピークカット)。

出典：（株)NTTスマイルエナジー「エコめがねエネルギーBLOG」

※令和5年度の報告では、冬季の検証結果に基づき過積載率の目安を「150~180%程度」としたが、
年間を通じた検証（夏季の発電効率等も考慮）の結果「180~200%程度」に見直し



総括



検証結果を踏まえた設計フローの提案

設 計 開 始

建物図面、現地調査により太陽光パネルの設置容量を確定

毎月の電気使用量から「日中の電気使用量」を確認

太陽光パネルの想定発電容量を設定

（ 「日中の電気使用量」を経済産業省が推奨する「想定発電容量の30％分を目安」として設定）

蓄電池の検討（任意）

蓄電池の容量は、上記の不足分を目安として設定
※設置コスト・スペースなどを勘案し容量を設定

パワコン容量を設定する

（太陽光パネルの設置容量との比率（過積載率）は180~200%が効果的）

設 計 完 了

「日中の電気使用量」が

「想定発電容量の30％分を目安」を満たす

「日中の電気使用量」が

「想定発電容量の30％分を目安」を満たさない

想定条件：屋根面積が比較的広く太陽光パネルの設置面積が確保できる共同住宅

※防災対策等の観点から必要により蓄電池を設置
（設置コスト、スペースの検討が必要）



① 設置容量 太陽光パネルの発電能力計(kW)

② 月間日射量
東京都：120～140kWh/㎡/月

③ システム出力係数
0.81

【参考】一般的な発電量算出式と太陽光パネルの仕様

1か月に想定される発電量(kWh) = ① 設置容量 × ② 月間日射量 × ③ システム出力係数

■一般的な太陽光発電の発電量を算出する計算式

【出典】太陽光発電協会 表示ガイドライン解説編(2025年度)

■一般的に集合住宅へ採用される太陽光パネルの仕様

【出典】NEDO(新エネルギー機構・産業技術開発機構)「日射量データベース(MONSOLA-20)」

・パネルサイズ 幅1,800mm×奥行1,100mm×高35mm

・変換効率 太陽の光エネルギーのうち電気に変換できる割合20%以上

・公称出力
太陽光パネル1枚が発電できる最大能力
A社455W (ガラスパネル)、B社410W (ガラスパネル)、C社375W (薄膜パネル)

※公共用・産業用 太陽光発電システム計画ガイドブック(平成13年6月社団法人 日本電機工業会）を参考に作成

※



令和７年８月
JKK東京 公社住宅事業部

２．公社既存住宅における太陽光発電設備設置事業の検証報告

(2) JKK住宅におけるEV充電設備の設置について



JKK住宅におけるEV充電設備の設置について 令和７年８月
JKK東京

◼ JKK住宅の既存駐車場へのEV充電設備等の設置や普及啓発イベント等の開催を通じて、民間の既存集合住宅におけるEV等

の利用と充電設備設置の機運醸成につなげる。

１  事業概要

居住者

近隣住民

費用負担

情報提供

EV充電環境の整備

アンケート回答

アンケート調査
啓発PRイベント

ⅰ スキーム

02 事前調査
01 住宅の選定

03 設置工事

⚫JKK住宅入居者へ向けたアンケート調査
やEV車の保有状況等から設置候補住宅
を選定

⚫公社職員により設置候補住宅について、
電気引込経路や設置区画等を調査

⚫事前調査結果に基づき、工事設計、入札、
及び工事監理を実施

ⅱ 設備設置までの流れ

ⅲ 設置区画数

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８～12年度※

８区画 203区画 205区画予定221区画 1,253区画予定

※ 令和12年度までに累計1,890区画の設置を目標（先行配管含む）

住
宅
政
策
本
部

J
K
K
東
京



JKK住宅におけるEV充電設備の設置について

ⅰ 設置工事の工夫

⚫現状の利用ニーズに対応させながら実装していくものとし、基本は１住宅２区画で実装

⚫EV需要の増加に備え、将来設置のための先行配管（空配管）等を整備

⚫充電設備を追加設置する場合、先行配管に電気ケーブルを通すことで大掛かりな配管工事を行うことなく、迅速な増設が可能

ⅱ 設置工事の留意点

⚫既存住宅への設備設置という性質上、充電設備設置及び配管工事の実施に際し、区画契約者車両の仮移動等の対応が必要

➢ 車両移動計画の策定や契約者対応を含めた施工計画の調整を実施

EV充電設備

先行配管作業

２  設備設置に関する留意点等

令和７年８月
JKK東京

：2区画

：18区画

：20区画

配管



EV展示

JKK住宅におけるEV充電設備の設置について

◼ 試乗体験や充電体験などを通じて実際にEVに触れてもらうことで、EVへの関心を高めるとともに、EVの仕組みや利点

（環境性能、経済性など）についての情報を提供し、正しい理解を広める。

ⅰ イベント内容 （令和6年度）

EV展示、試乗体験
➢ EV車両への試乗体験や、最新EV車両を展示

EV充電体験、電源としての活用紹介
➢ 実際のEV車両と充電器を使用した充電体験や、災害等による停電時やアウトドアなどでの

EVからの給電による活用例を紹介

EVバッテリー電源を使用したお子様向けアトラクションの実施
➢ ワークショップ会場内の音響やプロジェクター、アトラクションや野外ステージ等の電源に

EVバッテリーを使用

EV充電体験 アウトドアでの活用例の紹介 野外ステージ（電源にEVバッテリーを使用）

令和７年８月
JKK東京

３  普及啓発イベントの成果等



JKK住宅におけるEV充電設備の設置について

➢試乗体験や充電体験等を通じて「今後の買い替えの際に、EVを
ぜひ検討したい。」との声もあり、イベントがEVを選択股に加え
るきっかけ作りの機会となった。

ⅱ 来場者アンケート

19件

20件

25件

Q1.車を購入する場合、EVを検討するか

検討する

検討しない

どちらとも言えない

（29.7％）

（31.3％）

（39.1％）

41件

27件

19件

16件

13件
7件

Q2.興味を持ったイベント内容は（複数回答可）

子供向けプログラム

(電源にEVﾊﾞｯﾃﾘｰ使用)

EV展示

EV試乗

充電体験

ワークショップ

補助金ブース

➢EV展示や試乗体験等、直接EV車と触れることができるコン
テンツに興味・関心を持ったという来場者が半数となった。

約50％

令和７年８月
JKK東京

３  普及啓発イベントの成果等

ⅲ 情報発信・メディア掲載等

⚫当社ホームページにて、イベント開催の目的や当日のイベントレポートを発信

⚫JKK住宅における充電設備設置の取組みや普及啓発イベントの開催について、EV専門

Webメディアが掲載（発信元：EVcafe「公社住宅にもっとEV充電設備を！ 住宅供給公

社、2030年までに1890区画設置を計画」）

➢ 様々な媒体を活用しながら、今後も積極的に情報を発信

ホームページ公表



JKK住宅におけるEV充電設備の設置について 令和７年８月
JKK東京

ⅱ 課金システムの導入

⚫JKK住宅におけるEV区画使用料は、通常区画使用料に3,000円上乗せする定額制を採用してきたが、令和６年度新築住宅においては充電

時間に応じて契約者が電気料金を負担する時間制課金を導入

⚫一方、令和5年10月に経済産業省より、充電した電気量（ｋｗｈ）に応じて課金される従量制課金について令和７年度からのサービス実現を目

指す「充電インフラ整備促進に向けた指針」が策定

➢ 当指針に基づき、新たな取組みとして令和７年度竣工予定のカーメスト用賀馬事公苑において従量制課金を導入予定

４  運用に関する取組み

料金方式 仕組み 特徴 導入状況

定額制 通常区画使用料に月額3,000円上乗せ 充電器の使用状況に関わらず一律料金 既存JKK住宅45住宅で導入

時間制課金
充電時間に応じて料金が発生 （例：30分500
円）

時間単価で料金が発生するため、シンプルで分
かりやすい

令和６年度竣工の新築２住宅で導入

従量制課金
実際に充電した電気量に応じて料金が発生
（例：3ｋｗh×電力単価+再エネ賦課金）

充電した電気量の分だけ料金が発生するため、
ユーザーの納得感が高い

令和７年度以降竣工の新築住宅で
導入予定

【 参考：JKK住宅における料金方式 】

ⅰ 契約区画の増加

⚫EV区画の増設に伴い、契約区画数も大幅に上昇傾向

⚫さらなる普及促進のため、JKK独自の取組みであるEV車減額制度の認知度向上を目指す

⚫住宅居住者の契約が一定期間ない場合は、近隣住民への地域開放を実施することで地域

全体でのEV普及促進に寄与

44 50
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5
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57

0
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150

R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

実装区画数（累計） 契約区画数
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３．東京都並びに団体による取組等

(1)既存マンションの太陽光発電に係る補助及び実績等
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３．東京都並びに団体による取組等

     (1)既存マンションの太陽光発電に係る補助及び実績等

ア 災害にも強く健康にも資する断熱・太陽光住宅普及拡大事業

単位：件
R4 R5 R6 計

既存 新築 既存 新築 既存 新築 既存 新築

集合住宅 129 91 209 106 538 64 876 261

集合住宅計 220 （2.5%） 315（2.2%） 602（2.1%） 1,137（2.2%）

全 体 8,839 14,563 28,732 52,134

2025.6月末時点（イ）集合住宅への太陽光発電設備の事前申込実績

（ア）太陽光発電設備の補助概要 QRコード
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イ 集合住宅における再エネ電気導入促進事業

集合住宅における建物全体の再エネ化を推進するため、高圧一括受電による再エネ１００％電気の
導入を条件に、受変電設備の設置等に係る経費を助成するとともに、さらに太陽光発電設備を設置
する場合には上乗せして助成する事業を実施

東京都

高圧一括受電事業者

高圧一括受電により、
再エネ１００％電気を

安価に提供

集合住宅

高圧一括受電により、
再エネ１００％電気に
切り替えるマンション

③申請受付・設備補助
（PV設置、防水架台工事費）

通常よりも安価に
再エネ電力を供給

電力需給契約

①募集・登録②申請受付・設備補助
（受変電設備）

〇事業スキーム 〇助成金額・要件

〇助成金申請期間
・令和６年５月下旬から令和７年３月末まで（予定）

助成対象
助成単価・
助成率

上限 要件

受変電
設備等

機器費・
工事費の

2／3

850万円/棟
又は

8.5万円/戸

・クール・ネット東京にて登録され
た高圧一括受電事業者が提供する
サービスに係る設備であること
・電気事業法の規定に基づく自家用
電気工作物の基準に適合する受変電
設備であること 等

PV(既築) 12万円／kW

発電出力
50kW未満

助成対象となる高圧一括受電契約が
締結される集合住宅に導入される設
備であること 等PV(新築) 10万円／kW

架台工事 20万円／kW
集合住宅の陸屋根への施工に限る
等

防水工事 18万円／kW
既存集合住宅の陸屋根への施工に限
る 等

令和７年５月22日から令和８年２月28日まで〇事業プラン受付期間

令和７年５月22日から令和８年３月31日まで
 （申請総額が上限額に達した時点で終了）

〇助成金募集期間

（公財）東京都環境公社 東京都地球温暖化防止活動推進センター（クール・ネット東京） 創エネ支援チーム
URL：https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/shugou_saiene/saiene-juhenden-sokusin-r7

         電話番号：03-6258-5317（平日９時から17時まで）

３．東京都並びに団体による取組等

     (1)既存マンションの太陽光発電に係る補助及び実績等

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/shugou_saiene/saiene-juhenden-sokusin-r7
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/shugou_saiene/saiene-juhenden-sokusin-r7
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/shugou_saiene/saiene-juhenden-sokusin-r7
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/shugou_saiene/saiene-juhenden-sokusin-r7
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/shugou_saiene/saiene-juhenden-sokusin-r7
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/shugou_saiene/saiene-juhenden-sokusin-r7
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/shugou_saiene/saiene-juhenden-sokusin-r7
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/shugou_saiene/saiene-juhenden-sokusin-r7
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/shugou_saiene/saiene-juhenden-sokusin-r7


45

ウ 賃貸住宅の断熱・再エネ集中促進事業

賃貸住宅における建物全体の再エネ化を促進するため、賃貸住宅オーナー等に対して、
低圧電力一括受電の導入を条件に、太陽光発電設備等に係る経費を助成する事業を実施

（公財）東京都環境公社 東京都地球温暖化防止活動推進センター（クール・ネット東京） 創エネ支援チーム
URL：https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/chintai_dannetsu
電話番号：03-6258-5317（平日９時から17時まで）

再エネ設備導入

補助内容 補助率・額

太陽光
発電設備

新築

【3.6kW以下の場合】
18万円/kW(上限54万円)

【3.6kW超50kW未満の場合】
15万円/kW

既築

【3.75kW以下の場合】
30万円/kW(上限90万円)

【3.75kW超50kW未満の場合】
24万円/kW

機能性PV上乗せ 機能性の区分に応じ最大8万円/kW

架台設置上乗せ 20万円/kW（陸屋根のマンション等への設置）

防水工事上乗せ 18万円/kW（陸屋根の既存マンション等への設置）

低圧電力一括受電付帯設備 電力量計：7万円/戸、データ収集装置：10万円/棟

蓄電池 12万円/kWh(上限216万円/棟) 令和７年６月26日から令和８年３月31日まで
 （申請総額が上限額に達した時点で終了）

〇助成金募集期間

令和７年５月29日から令和８年２月27日まで〇事業者登録期間

※本事業の助成対象事業を請け負うためには（公財）東京都環境公社
東京都地球温暖化防止活動推進センター（クール・ネット東京）
に登録が必要です。

補助内容 補助率・額

高断熱窓 2/3(上限30万円/戸)

高断熱ドア 2/3(上限27万円/戸)

壁・床等への断熱材改修 2/3(上限60万円/戸)

省エネ診断用現況図面作成 10/10(上限10万円/戸)

省エネ性能の診断・表示 10/10(上限120万円/棟)

（参考）省エネ改修

３．東京都並びに団体による取組等

     (1)既存マンションの太陽光発電に係る補助及び実績等

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/chintai_dannetsu
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/chintai_dannetsu
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/chintai_dannetsu
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ウ 賃貸住宅の断熱・再エネ集中促進事業（低圧電力一括受電の概要）

建物共用部

賃貸住宅

低圧電力一括受電

建物に
再エネ供給

オーナーメリット 入居者メリット

・共用部の買電量削減
・太陽光発電分の入居者への売電収入
・再エネ賃貸(光熱費低、災害対策有）としての入居者募集

・燃料調整費、再エネ賦課金が掛からない、割安な電気を
利用可能

・災害時のレジリエンス強化

燃料調整費

再エネ賦課金

電力料金

削減部分

太陽光電気

単
価

利用量

燃料調整費

再エネ賦課金

電力料金

通
常
の
電
気
料
金

低
圧
電
力
一
括
受
電

単
価

赤枠部分が
電気料金

入居者メリット

オーナー利益

【
電
気
料
金
例
】

利用量

３．東京都並びに団体による取組等

     (1)既存マンションの太陽光発電に係る補助及び実績等



✓ 令和６年度より、在宅避難の継続性を高めることを目的に、給水及びエレベーターの運転のための非常用電源設備への補助を開始。
✓ 本年度からは、新たに給水及びエレベーターの運転のための蓄電池への充電が可能な太陽光発電設備、V2X設備への補助を追加、「とどまるマ

ンション」における在宅避難をより促進

種類 補助率 上限額

非常用電源
発電機 1/2 1,500万円

蓄電池 3/4
1,316万円かつ
18.8万円/kWh

太陽光発電設備 ・
V2X設備

3/4 合計で 3,000万円

●補助の対象者 分譲マンション管理組合、賃貸マンション所有者

※太陽光発電設備及びV2X設備については、蓄電池を設置する場合に限る。

※太陽光発電設備及びV2X設備については、原則としてその両方を設置する場合に限る。

停電時に水の供給及び１基以上のエレベーターの運転を同時又は交互に行える電力
供給に資するもの

●補助の対象となるもの

エレベーター
の運転

（参考）「東京とどまるマンション」の登録要件

●耐震性あり

●ハード対策 停電時でも、水の供給・エレベーターの運転を行える非常用電源設備が設置されていること。

●ソフト対策 ＜必須事項＞ 防災マニュアルを策定していること。
＜選択事項＞ 年１回以上の防災訓練の実施に取り組んでいること等から１つ選択。

【ポイント】耐震性を有していることを前提に、ハード対策のみ、ソフト対策のみで登録可能

太陽光発電設備 Ｖ２Ｘ設備非常用電源（蓄電池設備）

非常用電源（発電機設備）

又は

各住戸への
水の供給

：補助対象補助対象のイメージ

蓄電池設備のみも可能

非常用電源・
PV/V2Xの詳細

とどまる登録
要件の詳細

エ 東京とどまるマンション非常用電源、太陽光発電及びV2X設備導入促進事業

３．東京都並びに団体による取組等

     (1)既存マンションの太陽光発電に係る補助及び実績等
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３．東京都並びに団体による取組等

(2) 優れた機能性を有する太陽光発電システムの認定等
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３．東京都並びに団体による取組等

(2)優れた機能性を有する太陽光発電システムの認定等

⚫ 都市特有の諸課題の解決に資する機能性を有するＰＶ製品（機能性ＰＶ）を認定

⚫ 令和６年度は、接着施工可能なガラスレスのＰＶを新たに認定

⚫ 令和７年度は、通常製品との価格差を踏まえ、住宅用ＰＶ補助において、認定製品に対する上乗せ補助
（機能性の区分に応じて１万円/kWから８万円/kWまで）を実施

〇小型（多角形）
・方形では設置しきれ
ない屋根の端部にまで
ＰＶ設置が可能

【寄棟屋根への設置イメージ】

〇建材一体型
・屋根等の面積を最大限に活かし、
ＰＶ設置容量を拡大

〇防眩型
・ＰＶの表面に凹凸加工を施し光を
乱反射させることで、眩しさを低減

〇軽量型（ガラスレス）
・接着施工等に
より、屋根や壁面
等へのＰＶ設置が
可能

〇ＰＶ出力最適化（オプティマイザ等）
・モジュールごとにオプティマイザを取り
付けることで、部分影の影響を低減し、
ＰＶ全体の出力を確保

主な機能性の区分

シャープ（株）

（株）一条工務店

（株）カネカ

（株）HESTA大倉

（株）華為技術日本株式会社

（株）SILFINE
JAPAN

日栄インテック（株）
・東急コミュニティ（株）

認定製品は
こちらで
確認できます



Ａｉｒソーラーの取扱いについて

（１）次世代型ソーラーセルは今後使用せず、Ａｉｒソーラーに置き換える
※２０５０年東京戦略、ゼロエミ戦略等の既刊行物は、今後改定等の際に置き換える

（２）「日本生まれの軽量・柔軟な次世代型の太陽電池」という補足説明を最初に記載。
その後は、「Ａｉｒソーラー」や「この太陽電池」などと表現

※必要に応じて、「ペロブスカイト結晶構造を用いた太陽電池」と注釈を加える

（３）英語名称は、Ａｉｒ Solarとし、日本語同様、補足説明とセットで使用

⚫ 「次世代型太陽電池ネーミング総選挙」（７月４日-７月３１日）により、Ａｉｒソーラーを選定

⚫ 今後は、Ａｉｒソーラーという名前を用いて普及に向けた取組を進める

＜対応方針＞

令 和 ７ 年 ８ 月
環 境 局参考
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築マンションへの太陽光発電の設置事例と
既築マンションへの設置の課題

（太陽光発電協会）
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題



67

３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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2025年4月21日時点で、ドイツ市場基礎ーデータ登録簿には、プラグイン式太陽光発電システムが940,898件登録されており、そ
のうち897,326件が「稼働中」であると記載されている。これらは合計で849.9 MWp（うち稼働中のものは819.1 MWp）に相当す
る設置容量を持つ。これはドイツ全体の太陽光発電容量の1%未満にとどまるものの、
2024年に新たに導入されたPVのうちでは約2.5%（0.4 GW）がプラグイン式PVであった。

プラグインソーラーが導入を加速：ドイツの太陽光発電急成長の背景（2023/2024年） | 連載コラム | 自然エネルギー財団

プラグインソーラーが導入を加速（ドイツの太陽光発電急成長の背景）

３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題

https://www.renewable-ei.org/activities/column/REupdate/20250508_1.php
https://www.renewable-ei.org/activities/column/REupdate/20250508_1.php
https://www.renewable-ei.org/activities/column/REupdate/20250508_1.php
https://www.renewable-ei.org/activities/column/REupdate/20250508_1.php
https://www.renewable-ei.org/activities/column/REupdate/20250508_1.php
https://www.renewable-ei.org/activities/column/REupdate/20250508_1.php
https://www.renewable-ei.org/activities/column/REupdate/20250508_1.php
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プラグインソーラー:太陽光発電をバルコニーからソケットに直接供給します。

３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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ドイツにおけるプラグインソーラーの導入経緯

・太陽電池、マイクロインバーターの価格が低下し、2013年頃、ゲリラ的に
プラグインソーラーが導入されるようになった。

・2016年8月から、PVplugはプラグインソーラーが導入できるように規格、規制に
対して修正する活動を進めた。
（PVplugのメンバーは、エンジニア、科学者、弁護士、エネルギーブロガー、
起業家、貿易ジャーナリスト、PRワーカー等であり、ボランティアとして活動）

規制／規格改正の流れ

→2024年5月に改正。Plugin solarの法定電力が変更された。
インバーター：800VA（AC）
太陽電池モジュール：2000W（DC）

→系統運用者への登録が不要になった。
ただし、連邦ネットワーク庁の市場マスターデータレジスター
（MaStR)への登録が必要（義務）。2024年4月以降

３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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日本でプラグインソーラーを導入する場合の課題

（1）系統連系技術要件及び電気事業法への準拠

（1）-1逆潮流がある場合
1）マイクロインバーターが系統連系技術要件を満足してること。
内部での機械的遮断装置の具備、単独運転検出（新型能動への対応）、FRT要件を
満足すること等を含め。

2）連系運転前に一般送配電事業者から指示のある保護整定値及び力率をマイクロ
インバーターにて設定できること。

3）電力取引用のメータを設置すること。
4）JETの認証を取得している方が、一般送配電事業者との系統連系協議において、
提出しないといけない技術資料を省略することができる。

（1）-2逆潮流がない場合
・逆潮流が絶対に発生しないことを一般送配電事業者に説得しないといけない。
論理的に説明できない場合は、逆潮流が発生するとマイクロインバーターを停止
する機能を具備させること（RPR等）。

・上記の1）、2）、4）は同様

３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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日本でプラグインソーラーを導入する場合の課題

（２）内線規程への準拠
・住宅用分電盤から太陽光発電システムへの交流回路は専用回路を経由して太陽
光発電システムに接続しないといけない。分電盤に専用の過電流遮断器を設置すること。

（３）電気用品安全法への準拠
・マイクロインバーターのAC出力をコンセントに直接接続するためには、付属する
ケーブル、プラグが特定電気用品のPSEマークを取得していることが必要。

（４）太陽電池モジュール設置に関わる技術要件を満足すること。
・JIS C 8955への準拠等

（５）建ぺい率（＝建築面積／敷地面積）の遵守
・マンション、集合住宅に太陽電池モジュールを設置すると建築面積が増加する可能性があり、
建ぺい率を満足しなくなるケースが発生する。

（６）太陽電池モジュールからの光の反射（光害）

（７）設備の点検／メンテナンスを定期的に行う

３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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東京都様との取組

太陽光発電協会では
東京都が行う「令和7年度プラグインソーラーの実装に向けた基礎調査委託」に
協力して既存集合住宅の太陽光発電の普及を拡大してまいります。

３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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ご参考

世界に広がるプラグインPV：日本での普及に向けて | 連載コラム | 自然エネルギー財団

■オーストリア
オーストリアはドイツと類似した制度を採用しており、800WAC未満のプラグインPVシステムは、安全基準（単独運

転防止機能など）を満たし、CEマーキングを取得している場合、「電気製品」として認められ、設置が許可されてい
る8。オンラインを含む簡易な登録手続きが導入されている。2024年9月1日以降は、集合住宅における所有者がプラグ
インPVを設置する場合、他の所有者全員の同意を得る必要はなくなり、2か月以内に正当な理由のある異議が出されな
ければ、自動的に承認されたものとみなされる。ただし、この法的緩和は賃貸住宅の居住者には適用されず、引き続
き所有者の許可が必要である。系統運用者による特別な要件がない限り、自身での設置も可能とされている。逆潮流
は許可されているが、売電報酬は支払われない9。2024年1月以降、35kWDC未満の太陽光発電設備は付加価値税
（VAT）の免除対象となっており、プラグインPVを含む太陽光発電の導入を促進する措置として位置付けられている
10。SolarPower Europeによれば、2023年および2024年におけるプラグインPVシステムの年間市場規模は10〜15MW
程度であり、登録件数も年々増加傾向にある5。

３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題
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■ベルギー
ベルギーでは、2025年3月下旬に800WAC未満のプラグインPVの設置が正式に認められた。制度変更の背景には、発電設備

の系統接続方法を定めた規則の改正11がある。新たな技術分類のもとで、ベルギーの電気設備一般規則では、プラグインPVが
従来の「電気設備」ではなく「電気製品」として扱われるようになった。これにより、従来必要だった系統連系前の適合性確
認や現地での検査は不要となり、事前の検査なしで使用開始が可能となった。ただし、安全性に関する責任は引き続きユー
ザーにあり、接続される電気系統との整合性と安全確保は求められる。また、CEマーキング、適合性認証書の取得、一般的な
電気安全基準の遵守が義務付けられており、専用回路への接続が必修ではないが推奨されている。なお、プラグインPVは地域
の系統運用者への登録が必要である12。

■フランス
フランスでは3,000WDC未満でかつ600WAC未満のプラグインPVの設置が基本的に認められており、地上設置型のシステムについ

ては、設置物の高さが1.8m未満である場合、登録は不要とされている（ただし、歴史的建造物保護区域などは例外となる）
5, 13 。一方で、バルコニーや建物の外壁などに取り付ける場合には、外観の変更を伴うため自治体へ登録が必要となり、所有者
（大家）の許可も求められる14。設置工事については、逆潮流させない限り専門業者による施工は義務付けられていない5。フラ
ンスおよび欧州の安全基準に適合している必要がある。2023年に発行された「PVPS National Survey Report of PV Power 
Applications in France」15によれば、設置件数は増加傾向にある。また、SolarPower Europeが公表した「Plug-in Solar PV」レ
ポート5では、フランスの送配電事業者ENEDISが、2024年末時点で1kW未満の太陽光発電設備を合計34MW把握していたことが
示されている。

ご参考

世界に広がるプラグインPV：日本での普及に向けて | 連載コラム | 自然エネルギー財団

３．東京都並びに団体による取組等
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ご参考

３．東京都並びに団体による取組等

(3)新築ﾏﾝｼｮﾝへの太陽光発電の設置事例と既築ﾏﾝｼｮﾝへの設置の課題


	既定のセクション
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17: ３．行政との連携（東京都支部）
	スライド 18: ４．防災に対する研究と支援
	スライド 19: ■賃貸住宅管理業界のコンセプトワード
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27
	スライド 28
	スライド 29
	スライド 30
	スライド 31
	スライド 32
	スライド 33
	スライド 34
	スライド 35
	スライド 36
	スライド 37: JKK住宅におけるEV充電設備の設置について
	スライド 38: JKK住宅におけるEV充電設備の設置について
	スライド 39: JKK住宅におけるEV充電設備の設置について
	スライド 40: JKK住宅におけるEV充電設備の設置について
	スライド 41: JKK住宅におけるEV充電設備の設置について
	スライド 42
	スライド 43
	スライド 44
	スライド 45
	スライド 46
	スライド 47
	スライド 48
	スライド 49
	スライド 50
	スライド 51
	スライド 52
	スライド 53
	スライド 54
	スライド 55
	スライド 56
	スライド 57
	スライド 58
	スライド 59
	スライド 60
	スライド 61
	スライド 62
	スライド 63
	スライド 64
	スライド 65
	スライド 66
	スライド 67
	スライド 68
	スライド 69
	スライド 70
	スライド 71
	スライド 72
	スライド 73
	スライド 74
	スライド 75
	スライド 76
	スライド 77
	スライド 78
	スライド 79
	スライド 80


